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Ⅰ．はじめに
　投票は、普通の人々が社会に向けて自らの意見を表明
して政治に関わる一般的な手段であり、それを慣習的政
治参加（Conventional participation）と呼ぶ。なかでも
代表者を選ぶ選挙は制度化された慣習的政治参加の典型
とされる。日本では選挙の投票率が、代表者の種類に
よって多少の違いはあるものの低下し続けている。その
ような選挙への人々の見方、いわば選挙投票観はどのよ
うな状況にあるのだろうか。民主主義の基本が治者と被
治者の自同性を担保する選挙にあるとすれば、選挙投票
率の低下はその自同性の基盤の揺らぎの証左と言えるか
もしれない。一方、最近は、日本ではあまり馴染みがな
かった住民投票も、原発建設問題や市町村合併問題さら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
には大阪都構想問題を通じて、政治参加の一形態とし
て人々の視野に入ってきている。そのような直接参加の
投票が代議制の間接的な投票参加と同様に、慣習的な政
治参加と認識されるにはまだ時間がかかるかもしれな
い。しかし、憲法改正の国民投票も議論されるなかで、
人々が争点について直接に意見を表明する住民投票ある
いは国民投票が、代表者を選ぶ選挙投票と並んで、人々
が一般的に政治もしくは行政に関与しうる慣習的な制度
となる兆候が人々の側で起こっているかもしれない。そ
こで、人々の投票参加観の二種類のものとしての選挙投
票観と住民投票観の近年の変化を、政府への人々の近親
観や応答感が示す政治疎外感、選挙制度の機能への志向
（Orientation）、政治への関心もしくは行政への期待の
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Abstract
There is a possibility that the direct participation such as voting of a referendum and an initiative may become a 
conventional political participation as well as the indirect participation such as voting for electing representatives. 
Generally speaking the direct participation is conceived to be complementary to the indirect democracy that is 
possible for a large size of societies. As people's experience of referendum voting of municipal amalgamation is 
increasing, their view of the direct voting regarding a specific issue may be changed from a complementary way of 
political participation to one of the conventional way of political participation as same as electoral participation. Then 
in this study, people's view of these two kinds of voting participation is examined in relation to their other political 
attitudes. The impact of the attitudes to the view of voting participation may be useful for exploring the possibility 
of future democratic involvement. For example, the attitudes of political alienation, people's orientation about the 
function of an electoral system, political interest and people's direction in expectation to administrative services. The 
change of the swing in people's view of voting participation between the indirect voting and the direct voting will 
be clarified by analyzing the election survey by the Election Administration Committee in Kyoto City Municipal 
Assembly Elections in 2003, 2007 and 2011.
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指向（Direction）と関連づけて考察することで、公共
領域への人々の民主的な関与（Involvement）の今後に
ついての議論に踏み出すことが、本稿の目的である。
　そのための検証の基本疑問の第一は、「人々の投票参
加観を取り巻く政治関与意識は変化するのではないか」
である。その変化の詳細を具体的に示すための第二の基
本疑問は、「選挙投票観と住民投票観における投票参加
への見方のバランスの特徴が、若壮年層と高齢者層での
選挙の機能や政治行政への意識および政治疎外感の影響
の違いとなって表れるのではないか」である。検証方法
として 2003 年から 2011 年までの 3 回の京都市議会議員
選挙の調査データを用いて、政治疎外感から選挙制度志
向と政治行政指向を経て投票参加観へと向かう逐次のパ
スを想定して、重回帰分析によるパス係数を比較する。
このデータを使う理由は、投票参加観と選挙制度志向な
どを知りうるここでの分析に必要な質問文が整っている
からである。分析からは次のような結果が得られた。第
一の知見は、人々の投票参加観は、年度のよって選挙投
票観と住民投票観の間で揺れ動く。投票参加観スイング
（Swing in people's view of voting participation）と私が
名づけるこの投票への人々の見方が揺れるいわば投票参
加ブランコは、投票を通じての人々の政治関与の在り方
の変化を判断する材料となる。第二の知見は、そのスイ
ングの特徴が、投票参加観への政治行政指向、選挙制度
志向、政治疎外感の影響における若壮年層と高齢者層の
特徴の違いに表れることである。それらの知見から、人
を選ぶ代議制による間接的な意見表明の選挙投票への
人々の否定的な見方が、争点への直接的な意見の表明と
なる住民投票に向かうという単純な理解に異議を唱えつ
つ、人々の政治関与の構造がどのようなものであるかを
考える。そこには、スイングの後方に例える選挙投票と
前方に例える住民投票の前後にスイングする投票参加ブ
ランコであってこそ、投票参加への人々の見方が、その
時々の状況に対応できる楽しい民主的関与となって投票
率の上昇つながる可能性があるとの私の思いがある。
　以下では、まず、本稿の分析枠組みと用いる変数の尺
度を説明し、次に、2003 年、2007 年、2011 年のパス解
析からわかる各年度の投票参加観スイングの特徴を示
し、最後に、本稿のまとめにかえて、投票参加スイング
の変化についてまとめるとともに、公共領域への人々の
民主的な関与の今後の可能性にも言及する。
Ⅱ．分析枠組みと変数の尺度
Ⅱ．1．分析枠組みのモデル
　政治への疎外感から出発して投票参加観に至る人々の
政治関与意識の分析枠組みを、ここでは図１と想定す
る。分析モデルの適合性は年度によって異なることも考
えられるので、本稿は、年度を通じてこの想定した枠組
みでの変化を抽出して、公共領域への人々の民主的関与
の今後の展望の議論へとつなげたい。政治疎外感の違い
から投票参加への見方が異なってくる直接的な効果が考
えられると同時に、選挙制度の捉え方の違いと、政治行
政への向かい方の違いを経て投票参加観に至る間接効
果、あるいは、そのいずれかのみを経由する図１の破線
で示す間接効果も考えられる。政治関与意識（Political 
involvement）に注目するとき、その感情的な側面であ
る感情的関与（Affective involvement）と認識的側面で
ある認知的関与（Cognitive involvement）の両者を検
討する必要はあるだろう。1）たしかに、感情を好き嫌い
に限定することなく、広く自己同一化や帰属意識をも視
野におくなら、本稿が主題とする代議選挙制度は民主的
システムへの帰属感情に関わると捉えられなくもない。
しかし、ここでの分析モデルでは、選挙投票と住民投
票の投票参加への人々の見方（View）である投票参加
観、選挙制度への志向（Orientation）、政治行政への指
向（Direction）は認知的意識として操作的概念化を図る。
また、政治疎外感（Alienation）も感（Feeling）という
表現ではあるが認知的要素の強い尺度となっている。そ
こには、民主的関与の今後の可能性が感情よりも認知に
つながってほしいとの私の思いがある。選挙制度志向、
政治行政指向、政治疎外感のそれぞれについて二種類の
尺度を作成する。ここで用いる京都市議会議員選挙の調
査データは、調査主体が京都市選挙管理委員会、京都市
明るい選挙推進協議会の京都市民の政治意識研究部会で
ある。昭和 44 年以来各種レベルでの選挙調査を続けて
いるなかで、4 年ごとの統一地方選挙で実施されている
2003 年、2007 年、2011 年のものである。2）これら最近
3 回を分析対象としたのは、分析枠組みの諸変数が比較
可能な質問として継続しているからである。直接には、
地方の議会議員選挙での調査であるが、ここで用いる変
数は、いずれも政治関与一般についてのものであり、分
析結果はひろく日本人の政治関与意識を類推できるもの
であると思う。
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Ⅱ．2．投票参加観の尺度
　投票参加観については、選挙投票観と住民投票観の
二種類の尺度を用いた。代議制選挙への参加を人々が
どのように捉えているかを測る選挙投票観は、次の質
問のアからエの各項目において「非常にその通りだと思
う」と「その通りだと思う」（2003 年と 2007 年の調査
ではそれらが一つの選択肢）と答えた者のカウント変数
の、1 点から 4 点までを 1 としその他を 0 とするダミー
変数を作成した。選挙投票観の尺度では、1 は代議制の
代表者を選ぶ選挙での投票参加にそれほど価値を置かな
い人を指し、0 はその逆のその他の人を指す。選挙投票
への価値意識が相対的に低い 1 の人々の割合は、本稿で
注目する 20 歳から 59 歳と 60 歳以上の年代（若壮年層
が 0 で高齢者層が 1 のダミー変数）の違いをも考慮する
と、2003 年には全体では 44.3％（若壮年層では 49.8％、
高齢者層では 35.1％：選挙投票観と年齢層との相関係
数は△ 0.144、有意水準 p ＜ 0.01、以後＊は p ＜ 0.05 で
記載のないものはすべて p ＜ 0.01 である）。2007 年度
には 39.3％（44.1％、31.4％：△ 0.126）、2011 年度には
36.0％（45.0％、26.8％：△ 0.189）である。一方、代議
制の間接参加の選挙投票と対比できる争点について直接
に投票する直接参加の住民投票の導入の是非について
は、その次の質問でアからウについての同様の方法でダ
ミー変数を作成した。導入に積極的な 1 の人々の割合は、
2003 度には 61.4％（66.7％、52.6％：△ 0.140）、2007 年
度には 58.7％（62.9％、51.9％：△ 0.109 ＊）、2011 年度
には 51.1％（57.3％、44.7％：△ 0.126）である。投票へ
の参加の見方について、このように選挙投票と住民投票
に分けることで、代議制選挙での投票率の低下をただ嘆
き、そこでの民主政の回復の市民文化を模索するのにと
どまることなく、民主的な投票参加の今後についての議
論に踏み出せるだろう。3）代議制選挙の民主政の危機に
対し評価民主政の公共政策システムを展望し、行政指向
の政策実施に期待する新たな政治関与の可能性を考える
私には、本稿の分析は、代議制選挙の民主政の「物語」
が人々には以前ほど魅力的ではなくなっているなら、住
民投票をも加えた「新たな物語」への一歩となるように
思える。4）政治とともに行政への指向がより意識される
ことで、公共領域への人々の関与が感情よりも認知的な
ものとなり、そこには、代議制度の民主政治に公共的な
行政の視点が加わって、代議制の意味を再認識して人々
の政治関与を議論できる余地があると思う。
図１　政治関与意識について想定する分析枠組み
政治行政指向
政治関心度
行政期待度
選挙制度志向
代議機能重視
接触機能重視
政治疎外感
政府親近感
政府応答感
投票参加観
選挙投票観
住民投票観
人々の投票参加観の変化に見る民主的関与の今後の可能性（村山）
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Ⅱ．3．政治疎外感の尺度
　世界の多くの国において激しい意見の対立を伴う多く
の争点が出現する 1960 年代から 1970 年代にかけて、十
分な対応のできない政治への人々の否定的態度が、政治
意識と政治行動の研究において注目された。まずはその
中心にあったのが政治的疎外（Alienation）あるいは政
治的疎遠（Estrangement）の概念であり、そこから選
挙のような制度化された政治参加ばかりでなく「参加の
爆発」ともいえる抗議デモや暴動の背後にある政府不信
（Distrust in government）、あるいは制度的参加からの
退出へとつながる政治不信（Political distrust）の研究
へと展開してきた。5）特に、1990 年代には世界的に政
府への人々の信頼が損なわれていることが民主主義の根
幹を揺るがすものとして注目された。6）さらに今日では、
政治と区別して行政への信頼あるいは不信を議論しよう
とする兆しも見える。7）そのような政治への否定的態度
についての研究の展開のなかで、政治への信頼もしくは
不信と並び、あるいはそれ以上に行政への信頼もしくは
不信に注目する研究が今後必要なると考える私にとっ
て、政治疎外感はその意味での出発点にある。本稿では
そのような政治疎外感を次の質問から作る政府親近感と
政府応答感の二種類の尺度で表す。
国や地域の重要な問題を住民の直接投票によってどうするかを決定する住民投票制度の導入について賛成ですか。
それとも反対ですか。（○印はア～ウについて、それぞれ 1 つずつ）
非常に賛成賛成 どちらともいえない 反対 非常に反対 わからない
ア．市町村レベルでの導入 1 2 3 4 5 6
イ．府県レベルでの導入 1 2 3 4 5 6
ウ．国レベルでの導入 1 2 3 4 5 6
政府と国民の関係についていろいろな考え方があります。次にあげた意見のうちで、あなた自身の意見に近いものは
どれですか。同意できるものをすべてあげてください。（○印はいくつでも）
1　政府は政策など何をすべきかを決める時、国民の考えを考慮してくれている
2　政府が正しいことをするとは信じることができない
3　私たち国民がどう考えようと、それは関係のないことだと役所の人たちは思っている
4　政府のやることについて、私たち国民が発言できることは沢山ある
政治への参加についていろいろな意見があります。次の４つの意見に対してあなたは、その通りだと思われますか。
（○印はア～エについて、それぞれ 1 つずつ）
非常にその通りだと思う その通りだと思う どちらともいえない その通りだと思わない まったくその通りだと思わない わからない
ア．生活にあまり関係のない選挙に行
く必要はない
1 2 3 4 5 6
イ．勝敗のはっきりしている選挙の場
合は、わざわざ投票に行く必要はない
1 2 3 4 5 6
ウ．適当な候補者がいなければ棄権も
やむをえない
1 2 3 4 5 6
エ．たくさんの人が投票するのだから、
私一人ぐらい棄権してもよい
1 2 3 4 5 6
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　政治への否定的態度では、政治的疎外、シニシズム、
政治不満、政治不信など様々な概念が錯綜する。シト
リンは政治疎外感を政治関係者、政治制度、政治シス
テムからの距離感と定義し、特に、疎外感を現職の政
府関係者への不満から区別する必要を強調する。8）本稿
での尺度も、一見、現政府関係者への不満も含むよう
に見えるが、その項目の組み合わせによって、シトリ
ンのシステムからの疎外感として尺度化している。社
会学において古くから疎外の概念は、Powerlessness、
Meaninglessness、Normlessness、Isolation、Self-
estrangement の分類で議論されてきており、それを受
けて無力感、無規範性、無意味感、孤立感などが政治で
の疎外感の概念として用いられている。9）ここで尺度の
作成のために用いる質問は、そのような疎外概念の展
開を踏まえて、質問項目 4 の Powerlessness、項目 2 の
Normlessness、項目 1 と項目 3 の Isolation に関係する
ものを、これまでにミシガン大学で用いられてきた調査
から取り入れている。10）ここで用いる京都市議会議員
選挙の調査主体である京都市民の政治意識研究部会の一
員で私があることから、その尺度の作成と分析は、第二
次分析というより第一次調査者としての要素が強い。政
府親近感は、項目 2 の Normlessness を逆転させ、それ
と項目 4 の Powerlessness の少なくとも一つを選んだ人
を 1 の政府への親近感のある人とし、いずれも選ばな
かった 0 を政府からの距離が遠いと感じる人とするダ
ミー変数である。政府応答感は、Isolation に関わる項
目 1 と項目 3 について、項目 3 を逆転させて、いずれも
選ばなかった 0 を政府応答感のない人、少なくともいず
れかを選んだ 1 を政府応答感のある人のダミー変数とし
て操作的概念化している。年代差をも考慮したそれぞ
れの頻度は、政府親近感 1 の 2003 年は 61.6％（57.9％、
67.8％：0.099 ＊）、2007 年には 62.7％（58.8％、69.0％：
0.103 ＊）、2011 年には 60.6％で（57.0％、64.2％：相関
なし）である。政府応答感 1 の 2003 年は 59.4％（54.4％、
67.8％：0.133）、2007 年には 56.2％（53.5％、60.5％：相
関なし）、2011 年には 66.7％（61.6％、71.9％：0.109）
である。
Ⅱ．4．選挙制度志向の尺度
　次の選挙機能についての質問は、私が考案したもので
ある。以前に、日本人の選挙の機能についての捉え方
が、欧米とかなり異なっていると思った私は、この質問
で日本人の政治関与の文化的特徴が、質問項目 4 のオリ
ンピックで参加することに意義があると思う感覚に似て
いることを明らかにした。11）この四つの質問項目から
二つずつの組み合わせで代議機能重視と接触機能重視の
選挙制度志向の二種類の尺度とした。接触機能重視の志
向は、項目 1 を逆転したものと項目４の両者とも選択す
る人を 1 の接触機能重視の人、つまり、慣習的代議制選
挙への参加には社会集団間の違いさえ反映しなくても、
選挙参加そのものに民主的な意義があると考える人を指
し、その他の 0 の人と区別するダミー変数である。これ
に対して代議機能重視の志向は、質問文の項目 2 と項目
3 のいずれかを選んだ１の人と、いずれも選ばない 0 の
代議制選挙の機能に共感しない人に分けるダミー変数で
ある。代議機能重視の志向は、まさに選挙参加を基盤と
する民主的な代表者選出機能が何らかの形で機能してい
ることを重視する志向であり、これに対して接触機能重
視は選挙を通じての参加によって人々が公共領域とのつ
ながることができる機能を重視する志向を指すと言え
る。選挙制度へのこれら二種類の異なる志向は、代議制
選挙への見方の違いを鮮明にするものだけに、人々の投
票参加観に深くかかわる可能性が考えられる。代議機能
重視の志向のある人々が肯定的な選挙投票観を持つ傾向
が一般的には予想されるが、最近の投票率の低下傾向を
見るとき、ことはそう単純ではない状況にあるのだろう。
特に、次の政治行政指向を媒介とすると、そこでは複雑
な現象が明らかになるように思える。それぞれの頻度は、
代議機能重視 1 の 2003 年は 27.2％（26.7％、28.1％：相
関なし）、2007 年には 32.7％（30.0％、37.1％：相関なし）、
2011 年には 37.3％で（37.1％、37.4％：相関なし）である。
接触機能重視 1 の 2003 年は 40.1％（38.6％、42.7％：相
関なし）、2007 年には 37.5％（34.4％、42.4％：相関なし）、
2011 年には 42.0％（37.1％、47.0％：0.100 ＊）である。
選挙の働きについてはいろいろの考え方があります。次にあげた意見について、あなた自身の意見に比較的
近いものはどれですか。同意できるものをすべてあげてください。（○印はいくつでも）
1　社会におけるさまざまな階層やグループの意見の違いを選挙によって明らかにできる
2　政府関係者はわれわれが選挙によって選んだ人たちであるという実感がある
3　われわれは、選挙によって社会や政治の重要な問題について決定を下すことができる
4　国民の政治への参加は、一人一人が選挙することによって実現されている
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Ⅱ．5．政治行政指向の尺度
　政治行政指向の変数を、選挙制度志向と投票参加観を
媒介するものとして、私が加えようとする理由は、政治
疎外感と投票参加観のいずれもが主に政治との関わりで
議論されてきたが、今日では行政との関わりをも視野に
おく必要があると考えるからである。公共領域において
は政治が決めて行政が行うという意味で両者は不可分と
見られがちだが、それぞれの役割の違いが様々に影響す
る。たとえば、民主的な決定への人々の関心は主に政治
の領域であるが、どのような公共的なサービスに人々が
期待するかは主に行政の領域に属する。選挙の代議制機
能を重視する志向は、選挙での投票を軽視する見方につ
ながりにくいが、それも、政治へ関心あるいは行政への
期待への指向の在り方によって変わるかもしれない。代
議機能重視は高い政治関心度を通して肯定的な選挙投票
観につながると予想されそうだが、それも高齢者層か若
壮年層で異なるかもしれないし、年度によって必ずしも
そう言えないかもしれない。同様に、日本人に特徴的な
選挙制度の接触機能重視の投票参加への影響について
も、政治関心度と行政期待度の媒介に注目する必要があ
るだろう。なかでも、行政期待度を経由する住民投票へ
の肯定的な見方が、政治疎外感と選挙制度志向との関係
でどのようになりつつあるかには興味がそそられる。そ
こには、直接参加の投票が代議制の間接的な投票参加と
同様に、政治参加の一形態として人々の視野に入る可能
性への示唆が得られるかもしれない。もっとも、期待さ
れる政策争点についての住民投票が、代表者を選ぶ代議
制の選挙投票と共に、慣習的な政治参加と認識されるに
はまだ時間がかかると考えているので、その兆候を今回
の分析で直ちに見つけ出そうとしているのではなく、次
回の分析につなげようと思っている。その時には、政治
行政指向について政治から区別する行政への指向をより
詳細に分析できる変数をも加える必要がある。12）ここ
での政治指向の尺度は、次の政治関心についての質問の
アからウのそれぞれについて「非常に関心がある」もし
くは「関心がある」と答えた人を 1 とし、アからウのカ
ウント変数の 0 点もしくは 1 点を政治関心度の低い 0 の
人、2 点もしくは 3 点の人を政治関心度の高い 1 の人と
するダミー変数である。政策期待度の尺度は、その次
の行政サービスへの期待の質問での 11 項目中のいくつ
を選んだかのカウント変数の 0 点から 3 点を政策期待
度の低い 0 の人、4 点から 11 点の人を政治関心度の高
い 1 の人とするダミー変数である（ただし、項目 9 の地
域活性化施策は 2003 年と 2007 年には経済施策と表記し
ている）。それぞれの頻度は、政治関心度 1 の 2003 年は
54.2％（52.3％、57.3％：相関なし）、2007 年には 54.9％
（51.5％、60.5％：0.088 ＊）、2011 年には 53.2％で（48.2％、
58.3％：0.101 ＊）である。行政期待度 1 の 2003 年は
41.2％（47.0％、31.6％：△ 0.152）、2007 年には 42.2％
（44.7％、38.1％：相関なし）、2011 年には 48.8％（53.1％、
44.4％：△ 0.087 ＊）である。
あなたは、市、府、日本の国の政治についてどの程度の関心をもっておられますか。
　　　　　（○印はア～ウについて、それぞれ 1 つずつ）
非常に関心が
ある
関心がある
どちらとも
いえない
関心がない
まったく
関心がない
わからない
ア．市の政治について 1 2 3 4 5 6
イ．府の政治について 1 2 3 4 5 6
ウ．国の政治について 1 2 3 4 5 6
京都市の行政についておうかがいします。次にあげる行政サービスのうち、あなたが今後特に力を入れてほしいと
お感じになっているものはどれでしょうか。（○印はいくつでも）
1　道路や河川整備などの土木施策  8　自然や街並みなどの景観保全施策
2　地下鉄やバスなどの交通施策  9　観光や伝統産業の育成などの地域活性化施策
3　ゴミや公害などの環境施策 10　火災や震災などの防災施策
4　学校や幼稚園などの教育施策 11　公園や都市などの緑化施策
5　保育園や老人ホームなどの社会福祉施策
6　病院や保健所などの医療施策
7　文化・スポーツ施設，文化財保護などの文化施策
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Ⅲ．2003 年、2007 年、2011 年の投票参加観
　 スイングの特徴
　政治関与意識についてのここでの分析枠組みに沿っ
て、2003 年、2007 年、2011 年のデータを分析すると、
二種類の投票参加観である選挙投票観と住民投票観に影
響する要因が、各年度でどのように異なるかがわかる。
特に、20 歳から 59 歳の若壮年層と 60 歳以上の高齢者
層の違いに注目することで、政治状況と年度の経過にと
もなう変化をも考慮できる。住民投票の導入のような新
たな事柄に対しては、高齢者の意識が若壮年層のそれと
は異なることが予想され、ここでの分析では、世代の特
徴や時勢の影響よりも、調査時における両年齢層の投票
参加観の違いの状況に注目した。それは、一般に高齢者
層の投票率が他に比べて高く、選挙結果に高齢者層の意
見が反映されやすいとの議論を踏まえて、選挙投票の慣
習的政治参加に加えて、最近馴染みが増し将来には慣習
的政治参加の一つとなるかもしれない住民投票での政治
関与を考えるため、60 歳を区切りとして分析を試みた。
新しい制度の導入は高齢者には受け入れられにくく、比
較的に若い層で受け入れられると単純に結論づけること
はできない。ここでは 2003 年から 2011 年の 12 年間の
変化が見られるに過ぎないが、その間でも若壮年層と高
齢者層ではそれぞれに流動的な興味深い特徴を示す。以
下では、各年度での政治関与意識の特徴を年齢層の違い
に注目しながら検討し、次の章での公共領域への人々の
民主的関与の今後を展望する議論につなげようと思う。
　否定的な選挙投票観ゆえに肯定的な住民投票観へと
移行していくとの仮定に私は立っていない。選挙投票
観と住民投票観の二つは、バランスよく保たれること
が人々の投票参加観においては必要とするのが私の考え
である。言い換えると、間接民主制の代議選挙投票と直
接民主制の争点住民投票がともに制度としてあるなか
で、人々の投票観がそれら両者の間を行き来するバラン
スが重要とみている。13）その行き来は、年代間の違い
やそれぞれの時勢での特徴を反映したいわばスイングの
ようなものと私は考えている。状況によって時としてス
イングしない時があってもよいが、スイングの揺れ幅が
全くない状況が続くならば、そこには選挙投票と住民投
票の二つの制度を備える意味はない。間接民主制が基本
で、直接民主制はその補完とする理屈が一般には好まれ
るが、直接投票の補完性はそれが可能な民主制の規模を
理由とするだけでは、憲法改正の全国的な国民投票への
参加制度があるなど説得力に欠ける。場面に応じて両制
度での人々の政治関与が揺れ幅のあるスイングをできる
かが重要である。そのような私の考え方を的確に示せ
るアナロジーが、投票参加ブランコ（Swing in voting 
participation）である。ブランコの英語が Swing である
通りブランコの生命線はスイングである。スイングしな
い固定した座るだけのものなら、たとえそれが上からぶ
ら下がった二つのチェーンと座板でできていても、ブラ
ンコの機能を果たさない。投票参加は人が座って前後に
スイングするブランコであり、後方へのスイングが選挙
投票参加で、前方へのスイングが住民投票参加の方向と
考えればわかりやすい。このスイング幅が大きくてこそ
ブランコは乗る人にとって楽しく、後方への飛び出しと
前方への飛び出しには違う楽しさがある。投票参加のス
イングもどれだけ楽しいものと人々が思えるかが重要で
ある。一方、ブランコの設置者は危険なブランコで責任
を問われるのを恐れて、スイング幅を極力抑えるか、座
るだけの椅子であったほうが好都合と思うかもしれな
い。投票参加の制度がそのような面白味のないものにし
ないためには、どのような人々がどのようにブランコの
スイングを求めるか、つまり、投票参加観が大切である。
それを示す分析が以下の比較である。
Ⅲ．1．2003 年の特徴
　2003 年における選挙投票観と住民投票観のスイング
を示したのが図 2 である。このパス図は、先に想定した
分析枠組みに沿った逐次投入の単純な回帰分析の結果で
ある。使用変数はすべてダミー変数であり、パス係数は
ベータで、記載例は全体（20 歳から 59 歳までの若壮年
層、60 歳以上の高齢者層）となっている。＊印無しは
p ＜ 0.01、＊印は p ＜ 0.05 の有意水準を示す。若壮年層
にのみ有意なパス係数があるものを実線矢印で示し、太
字実線矢印は高齢者層にのみ有意なパス係数があるもの
である。二重実線矢印は若壮年層および高年齢層のいず
れにおいても有意なパス係数があるもので、破線矢印は
若壮年層もしくは高年齢層での有意なパス係数を確認で
きないが全体としては有意なパス係数がみられるもので
ある。それらの記載は、以降の 2007 年の図 3 と 2011 年
の図４でも同じである。2003 年の政治関与意識の特徴
は、若壮年層と高齢者層のいずれもが、代議機能重視が
肯定的な選挙投票観につながり、たとえば選挙で代表者
人々の投票参加観の変化に見る民主的関与の今後の可能性（村山）
－ 7 －
を選んでいると思う人ほど、選挙投票に参加しないのは
よくないと考える。そこには、投票参加ブランコのスイ
ングでの選挙投票の後方飛び出しが、政治関心指向を経
由しない参加観と比較的強く結びつく。さらに直接的な
影響として、若壮年層では政府に応答感を認めない者ほ
ど選挙投票にさほど肯定的な評価をしない。一方、住民
投票導入への肯定的評価は、若年層での政府応答性がな
い者に見られる傾向に加えて、政府親近感のない若壮年
層も肯定的評価をする傾向が確認できる。加えて政治行
政指向の意識は、高齢者層においては政治関心指向と行
政期待指向のいずれもが住民投票観に影響し、政治関心
が高いかもしくは行政期待が大きい者ほど住民投票導入
に肯定的な見方をしている。これに対して若壮年層は行
政期待度からの影響は確認できず、政治関心度だけが影
響する。つまり、ブランコの前方の住民投票への飛び出
しは、若壮年層と高齢者層には異なる特徴の揺れがある。
さらに興味深いのは、若壮年層での政治関心度から住民
投票観への影響が、さらにその背後での選挙機能での接
触機能重視からつながっていることである。選挙は参加
することに意味があると考える若壮年層は政治への関心
度が高い傾向にあり、それが住民投票導入を肯定するこ
とへと続く。以上が示す 2003 年の投票参加ブランコは、
若壮年層と高年齢層でそれぞれに異なる特徴のある前後
のスイングをしているが、その特徴は後に示す他の年度
に比べて、比較的に直接にそれぞれの要因が影響する単
調なものと言えるかもしれない。
図２　2003 年調査のパス図
注）数値はパスのベータ係数で、記載例は全体（20 歳から 59 歳までの若壮年層、60 歳以上の高齢者層）となっている。＊印無しは p<0.01、＊印は
p<0.05 の有意水準を示し、△は負である。実線矢印は若壮年層にのみ有意なパス、太字実線矢印は高齢者層にのみ有意なパス、二重実線矢印は若壮年
層および高年齢層のいずれにおいても有意なパス、破線矢印は若壮年層もしくは高年齢層での有意なパス係数を確認できないが全体としては有意なパ
ス係数がみられるものである。
代議機能重視
政府親近感
政治関心度
選挙投票観
住民投票観
△0.184（△0.179　△0.194＊）
0.098＊（―　―）
△0.099＊（―　―）
△0.144（△0.130＊　―）
△0.102＊（△0.153　―）
0.209（0.183　0.270）
0.134（―　0.168＊）
0.136（0.139＊　―）
△0.157（△0.203　―）
行政期待度
接触機能重視
政府応答感
Ⅲ．2．2007 年調査の特徴
　2007 年調査のパス解析の結果を示したのが図 3 であ
る。2003 年調査に比べて、高齢者の住民投票観への政
治行政指向を経由する間接的影響が明確になっている。
そのような複雑な意味を持った考え方から投票参加観に
至るところも見られる反面、投票参加ブランコがスイン
グしないところにこの年の特徴がある。そこには人々の
政治関与の意識が政治状況に影響されているのだろう。
代議制選挙を大切と思わないか否かの選挙投票観が示す
代議制選挙の必要性への見方が、政治関心や行政期待の
度合いの違いに影響されず、他の間接的効果も確認でき
ない。そのことは、代議制選挙での投票についての人々
の見方が、他の意識との関連が少なく宙に浮いており、
代議制選挙にあまり意識が向かない状況と言えるかもし
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れない。他方、住民投票観は若壮年層と高齢者層ともに
他の関与意識と関連する。特に高年齢層では、住民投票
導入への肯定的な見方は、代議機能重視の背景を伴って
政治関心度の高さを経由する影響と、政府応答感の背景
を伴って行政期待度の高さを経由する影響のいずれにお
いても確認できる。それらは、高齢者層が投票参加ブラ
ンコにおいて、政治疎外感や選挙制度志向や政治行政指
向への意識を伴って、はっきりと前方に飛び出している
ことを示している。同時にそのスイングが選挙投票観の
後方への飛び出しが志向や指向の意識との関係で確認で
きないことから、高年齢層が二種類の投票参加観の前後
の揺れを楽しめるスイングにはなっていないと言えるだ
ろう。若壮年層のスイングも同様に、前方のみへの飛び
出しだけである。若壮年層の飛び出しは、高齢者層の
飛び出しに比べて飛び出しの背景の意識は希薄であり、
2003 年の接触機能重視から政治関与度を経由して住民
投票観に至る影響が消えて、政府応答感から直接に住民
投票観に至るものだけが継続している。興味を引くのは、
若壮年層の代議機能重視が直接に住民投票観に影響して
いることである。それは、代議制機能の重視の多寡が直
接に選挙投票観につながる 2003 年度からの変化である。
高齢者層ではその多寡が政治関心度の大小に影響しさら
に住民投票導入の賛否につながったのに対して、若壮年
層での変化は、代議機能重視の多寡の選挙投票観への直
接の影響の消失に代わって、投票参加観の導入への直接
の影響が現れた。また、若壮年層では選挙制度志向の接
触機能重視による投票参加観への間接的な影響が、政治
関心度と行政期待度のいずれに向かったものもその行先
を失っており、選挙制度志向から投票参加観へのつなが
りは、複雑な政治関与意識のなかで変化している。投票
参加ブランコは若壮年層および高齢者層のいずれでも前
後スイングがないものの、前方への飛び出しの内容が若
壮年層と高齢者層ではずいぶん違っており、若壮年層に
比べて高齢者層でより理由の伴ったはっきりとした住民
投票への見方が確認できる。若壮年層と高齢者層のいず
れの変化がより良いと言っているわけではない。変化の
仕方は違っても、2007 年は若壮年層と高齢者層のいず
れもがスイングしない投票参加ブランコを楽しめている
わけではないと思われる。
図３　2007 年調査のパス図
注）矢印と数値の詳細は図 2 と同じ。
政府応答感
住民投票観
0.084＊（―　0.144＊）
0.165（―　0.344）
△0.091＊（―　―）
0.102＊（0.161　―）
―（―　△0.175＊）
0.152（0.176　―）
―（0.118＊　―）
△0.121（△0.110＊　―）
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Ⅲ．3．2011 年の特徴
　2011 年には、2007 年に見られなかった投票参加ブラ
ンコの前後スイングが高齢者層では後方への飛び出しの
みとなるが、若壮年層では前後の揺れを回復する。その
分析結果を示したのが図 4 である。ブランコを楽しむた
めには一般的にはスイングが必要と考えているが、その
スイングには内容がなければならないとも思っている。
その内容はどれだけの政治関与意識の要因がその背後
に伴われているかに表れる。2003 年と 2007 年に比べて
2011 年は、さらに複雑な背後の政治関与意識を伴いな
がら一部でのスイングにつながる変化が起こっている。
今後の調査でさらに確認する必要はあるが、年度を経る
につれて人々は投票参加のブランコを、その振り方を変
えつつ楽しむ方向に向かっていると考えられなくもな
い。そこでの楽しみは、単純な揺れではなく複雑な揺れ
であってこそ本当に楽しく感じられるのではないかと私
は思っている。この年度に高齢者層での選挙投票観への
肯定的な見方が、政府親近感を伴う政治関心度の高さか
らもたらされ、政府親近感がなく政府関心度の低さが選
挙投票への否定的な見方につながる。また、2007 年に
は代議機能重視が政治関心度を経由して住民投票観に向
かっていた高齢者層が、選挙投票観に向かう方向へと変
化した。それとともに、高齢者層での住民投票観への投
票参加ブランコの前方飛び出しは確認できなくなった。
一方、若壮年層では 2003 年および 2007 年と同様の住民
投票観への政府応答感の直接効果が確認できる。加えて、
2007 年には代議機能重視から住民投票観への影響が直
接的であったものが、政治関心度を経由する間接的な効
果に変化するとともに、代議機能重視から選挙投票観へ
の 2003 年にあった直接効果が復活した。これらによっ
て、若壮年層では投票参加ブランコが前後にスイングし
ている。2011 年の代議機能重視の志向が人々の政治関
与意識のなかでより意味を持つようになったのは、人々
を取りまく政治状況からの経験によるものだろうが、そ
こでの投票参加ブランコが多少でもスイングしたのな
ら、若年層はその揺れを楽しんだと言えるかもしれない。
若壮年層が従来の経験からの前後の振りを復活したのに
対して、高齢者層は住民投票観に向かう以前に経験した
経路をたどれず、スイングできない戸惑いを感じている
のだろう。2003 年には背後の関与意識を伴わない政策
期待度から住民投票観への影響があったのが、2007 年
度には様々な背後を伴いながらの影響に変化した。しか
し、2011 年には影響が確認できなくなっただけではな
く、代議機能重視から政策期待度へ向かった高齢者層が
投票参加観への行先を選挙投票観に変えており、ブラン
コの前方への飛び出しから後方への飛び出しに変わって
いる。つまり 2011 年には、若壮年層では選挙制度の志
向と政治行政関心の指向を内容とする投票参加ブランコ
の前後スイングを確認できるが、高齢者層では政府親近
感と代議機能重視志向と政治関心指向を内容とする後方
の選挙投票観への飛び出しのみで前後スイングを見るこ
とはできない。
図４　2011 年調査のパス図
注）矢印と数値の詳細は図 2 と同じ。
0.183（0.235　0.125＊）
―（△0.119＊　―）
△0.123（―　△0.151＊）
0.143（0.177　―）△0.087＊（―　―）
△0.116（△0.166　―）
0.143（―　0.265）
0.128（0.168　―）
0.095＊（0.135＊　―）
0.091＊（―　―）
0.098＊（―　0.195）
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Ⅳ．まとめにかえて
　　―投票参加観の変化と民主的関与の今後の
　　展望―
Ⅳ．1．投票参加観の変化のまとめ
　本稿の第一の基本疑問「人々の投票参加観を取り巻く
政治関与意識は変化するのではないか」へは、選挙制度
志向や政治行政指向の投票参加観への影響における興味
深い変化が確認できたというのが解答である。図 5 がそ
の結論として、2003 年、2007 年、2011 年の統一地方選
挙の京都市議会議員選挙での、京都市民への意識調査の
これまでの分析結果をまとめている。特に、間接効果で
ある選挙制度志向および政治行政指向の投票参加観への
関係を中心に示してある。政治疎外感以外の間接要因の
効果に注目したのは、そこに投票参加ブランコのスイン
グの内容が端的に現れると考えるからである。政府応答
感から住民投票観への実線の矢印が変化しなかった若壮
年層に限ってのただ一つの例外である。注目すべき変化
を二重実線の矢印で表してあり、点線矢印は政治関与意
識における政治疎外感、選挙制度志向、政治行政指向、
投票参加観について、本稿での分析枠組みでのその他の
可能なパスのすべてを表しており、なかでも太字点線矢
印は、年によって注目すべき影響があるものである。若
壮年層の住民投票導入への肯定的な見方は、政府応答感
がないとの思いを伴いながら、2003 年と 2011 年は選挙
があること自体が重要と考える接触機能重視が政治関心
の高さと結びついてもたらされてきた。そこには、政治
関心の高さから投票参加に向かいたいと考える若壮年層
にとって、当時の政治状況から選挙投票での代議機能を
認められないと考えるときの受け皿として住民投票への
期待が垣間見える。このような受け皿的な住民投票観も
2009 年には確認できなくなり、そのように変化するの
は政治関与意識が変化する具体例の一つである。それが
今後どのようになるかは、若壮年層の投票参加スイング
の特徴を代議機能重視の行先と比較して知る手がかりと
なるかもしれない。
　代議制の選挙投票率の低落傾向のなかで主に注目した
のは、代議機能重視の志向の選挙投票観への影響と行政
期待度の住民投票観への影響であったが、そこで確認で
きた投票参加観への人々の関与意識の興味深い変化をま
とめたのが表 1 である。図 5 での二重実線矢印のパス
係数（ベータ係数、p ＜ 0.05）を、若壮年層（20 歳から
59 歳まで）と高齢者層（60 歳以上）に分けて示している。
若壮年層では、代議機能重視の志向が政治関与意識内で
図５　2003 年、2007 年、2011 年を通じて注目すべきパス
注）実線の矢印は変化しなかったもの、二重実線の矢印は注目すべき変化があるもの、点線矢印はその他の可能なパス、なかでも太字点線矢印は年によっ
て注目すべきものである。
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表１　若壮年層と高齢者層の違いに注目しての興味深い変化
2003 年 2007 年 2011 年
代議機能重視→選挙投票観　（全体） △ 0.184 ― ―
（若壮年層） △ 0.179 ― △ 0.119
（高齢者層） △ 0.194 ― ―
代議機能重視→政治関心度　（全体） ― 0.084 0.183
（若壮年層） ― ― 0.235
（高齢者層） ― 0.144 0.125
政治関心度→住民投票観　　（全体） 0.209 0.165 0.143
（若壮年層） 0.183 ― 0.177
（高齢者層） 0.270 0.344 ―
行政期待度→住民投票観　　（全体） 0.134 0.106 0.128
（若壮年層） ― ― 0.168
（高齢者層） 0.168 0.150 ―
注）若壮年層は 20 歳から 59 歳まで、高齢者層は 60 歳以上。数値はパスのベータ係数 p ＜ 0.05。
の比重を回復し、選挙投票観への直接的な影響の復活と、
住民投票観への政治関心度を経由する間接的な影響に分
かれている。加えて、若壮年層の政策期待度から住民投
票観への影響が見られるようになり、高齢者層でのその
影響がなくなったのと対照的である。高齢者層では、政
治関心指向から住民投票観への影響もなくなり、代議機
能志向から選挙投票観への直接の影響の復活もない。代
議機能重視の志向から政治関心指向を経て選挙投票観へ
のパスは高齢者層では 2011 年（図 4）には復活するので、
高齢者は住民投票については戸惑いながらも選挙投票へ
と向かっていると考えられる。住民投票に向かう若壮年
層と選挙投票に向かう高齢者層のこのような傾向が、高
齢者層の特徴なのか政治状況での特徴なのか、今後どの
ように変化するかが注目される。選挙制度志向と政治行
政指向のつながりが、若壮年層もしくは高齢者層におい
て、今のところ投票参加観へ結びついたりつかなかった
りを繰り返している。今後、選挙制度志向の政治関与意
識内での比重が、政治行政指向に比べて少なくなり、選
挙制度志向の投票関与観へ影響が薄れていくなら、そこ
では慣習的政治参加としての選挙投票と住民投票の違い
の見方も変わるかもしれない。それによって、政治関心
を基盤とする選挙投票参加と行政期待を基盤とする住民
投票参加のいずれものが、異なる役割を担う投票参加と
して人々に意識される方向に向かう可能性があるだろ
う。
Ⅳ．2．民主的関与の今後の展望
　人々の政治関与意識の変化と民主的関与の今後の展望
をも視野におきつつ、表 2 は投票参加ブランコの参加観
スイングについての本稿での分析結果をまとめている。
本稿の分析枠組みでは、政治関与意識は投票参加観に向
けて、比較的遠い政治疎外感から選挙制度志向へ、さら
に近い政治行政指向を経て影響すると見て、投票参加観
に近い関与意識の影響内容をより重視して、選挙投票観
と住民投票観を考えてきた。表 2 は、そのような遠近を
も考慮した影響内容を示すシンボリックな数値を用いて
スイングの特徴を示している。その数値は、政治行政指
向の影響があれば 100 とし、選挙制度志向の影響があれ
ば、それが投票参加観への直接的な影響であろうと政治
行政指向を経由する間接的なものであろうと 10 とし、
政治疎外意識については、投票参加観への直接的なもの
であろうと選挙制度志向もしくは政治行政指向を経由す
る間接的なものであろうと、影響が認められれば１とす
る。それは遠近を考慮するいわば名義的な数であり桁が
意味を持つ。前後スイングかどうかを示すためにその名
義的な数値を加算するが、間隔尺度のような加算ではな
く、数値によってスイング内容がどうあるかを示すにす
ぎない。F は前方側つまり住民投票観への揺れが大で、
B は後方側つまり選挙投票観への揺れが大であることを
示す。（　）は片側のみへの飛び出しでありスイングと
しては不十分な場合を指し、若壮年層と高齢者層でのス
イング幅の大小の比較はあくまでシンボリックなもので
あり数値差にそれほどの意味はない。
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表２　投票参加観スイングの 2003 年、2007 年、2011 年の比較
（投票参加観への遠近を考慮した影響を示す桁に意味のあるシンボリックな数値）
2003 年 2007 年 2011 年
若壮年層の後方飛び出し（選挙投票側） 11 0 10
若壮年層の前方飛び出し（住民投票側） 102 11 211
　若壮年層のスイング F113 （F11） F221
高齢者層の後方飛び出し（選挙投票側） 11 0 111
高齢者層の前方飛び出し（住民投票側） 20 211 0
　高齢者層のスイング F31 （F211） （B111）
若壮年層と高齢者層の比較 F ＞ F
スイング型
若壮年層先行住民投票
好み
（F）＜（F）
飛び出し型
高齢者層先行住民投票
好み
F ＞（B）
混合型
若壮年層住民投票好み
スイングと高齢者層選
挙投票飛び出し
注）数値は、政治行政指向の影響があれば 100、選挙制度志向の投票参加観への直接的な影響であろうと政治行政指向を経由する間接的なも
のであろうと 10、政治疎外意識については投票参加観への直接的なものであろうと選挙制度志向もしくは政治行政指向を経由する間接的な
ものであろうと 1 とする。F は前方側への揺れが大で、B は後方側への揺れが大。スイングは揺れの幅の大きさで、（　）は片側のみでスイ
ングとは言えない飛び出しの場合を指す。
　表 2 に、第二の基本疑問「選挙投票観と住民投票観に
おける投票参加への見方のバランスの特徴が、若壮年層
と高齢者層での選挙の機能や政治行政への意識および政
治疎外感の影響の違いとなって表れるのではないか」へ
の解答がある。そのバランスの特徴がスイングとして示
されている。若壮年層では、住民投票への肯定的な政治
関与意識が強くなってきており、その内容も政治疎外感
の直接的な影響から、選挙制度志向や政治行政指向の住
民投票観への影響がより顕著になってきている。これに
対して高齢者層では、選挙投票への否定的な見方と住民
投票への肯定的な見方のいずれかに極端に偏り、スイン
グのバランスを欠き、選挙投票観と住民投票観の捉え方
に困惑する不安定な状況になってきているのを見て取れ
る。それは以前の政治疎外感や選挙制度志向から投票参
加観へと続く見方が崩れて、政治行政指向から投票参加
での選挙投票観と住民投票観の違いを捉えきれないのか
もしれない。そのような分析結果から、公共領域への
人々の民主的な関与の今後についての議論に踏み出すに
は、それぞれでの政治状況を勘案しながら、その状況で
投票参加ブランコを人々が楽しめているのかを検討しな
ければならない。本稿はその入り口であり検討するには
まだ準備が整っていないが、2003 年、2007 年、2011 年
の政権の状況は次のようである。統一地方選挙のあった
2003 年 4 月は、2001 年 4 月 26 日からの第 1 次小泉内閣
の第 1 次改造内閣の 2002 年 9 月 30 日～ 2003 年 9 月 22
日の途中にあたっている。2007 年 4 月は、第 1 次安倍
内閣の 2006 年 9 月 26 日～ 2007 年 8 月 27 日の途中であ
る。2011 年 4 月は、2009 年 9 月 16 日からの民主党鳩山
内閣を経て 2010 年 6 月 8 日からの菅内閣の 2011 年 1 月
14 日～ 2011 年 9 月 2 日の第 2 次改造内閣の途中である。
その時々で人々が投票参加ブランコを楽しんだのかが重
要である。2007 年に若壮年層での選挙投票への意識が
希薄になるのは政治状況との関係で理由があるのか、ま
た、2007 年の高齢者層が選挙投票への意識を持たずに
住民投票へと向かうのは、政治状況との関係で理由があ
るのか。さらに、2011 年の高齢者層で一転して選挙投
票への意識が高まったり、若壮年層でも選挙機能への重
視からの選挙投票への意識が復活するのには理由がある
のか。それらに答えるには、小泉内閣の郵政事業の民営
化などの構造改革、安倍内閣での不祥事による閣僚のあ
いつぐ辞任、政権交代後の政権運営や東日本大震災での
国難などの政治状況での人々の経験が、投票参加観を取
り巻く政治関与意識にどのように関係するかを検討する
必要があるだろう。政治状況に応じて人々が投票参加ブ
ランコを楽しむとは、洗練された政治関与意識で、時々
に多様な投票参加観をもって人々が投票に臨むことだと
考えている。そこでの政治関与意識の洗練とは、一元的
で単調ではない意味あるものである。そのような洗練を
具体的に考える材料が表 3 である。
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　人々と公的領域との関係について、私が意図するのは
「洗練された社会」である。本稿は、洗練された社会の
政治関与意識での投票参加を見て、私が望む民主的関与
の今後の可能性を考える一歩にしようとしている。洗練
された社会とは、一色に染まらない違いがわかる社会だ
と思う。その違いがただの混沌ではなく、違いに意味が
あることが洗練だと考える。たとえば、果実への洗練さ
れた味覚のある社会では、リンゴとミカンの違いがわか
る味覚を人々が備えており、そのような社会では生産者
は消費者の要望に沿う努力をするだろう。リンゴもミカ
ンも区別なく果物だから好きとの単純な味覚やリンゴか
ミカンの一方が好きなら他方は嫌いとのわかりやすい味
覚のいずれもが、多様性を欠く一色のものである。そこ
からは、生産者がリンゴかミカンのいずれかを作るか両
方を作りさえすればよく、リンゴとミカンのそれぞれの
味を深める努力を怠ることになるかもしれない。時には
リンゴが好きになり時にはミカンが嫌いになるような複
雑な味覚が、様々な要因で起こるなら、違いに意味のあ
る洗練された味覚のある社会と言える。私は、人々のリ
ンゴ好きとミカン好きの意味ある違いがいつも同じよう
に見られる社会を意図しているわけではない。時どきの
気候や風土に対応して人々が意味ある味覚のあり方を変
える社会が一色に染まらない社会だとも思っている。選
挙投票観がリンゴへの見方で住民投票観がミカンへの見
方と考えて、そこでの好みのバランスが投票参加ブラン
コのスイングと考えればよい。政治行政指向、選挙制度
志向、政治疎外感のつながりに好みの違いの意味が見ら
れるなら、人々の政治関与意識が洗練された社会かどう
かの判断基準となる。具体的には、それぞれの政治関与
意識における二種類の尺度間の相関がないことに一色に
染まっていない洗練を見て、それぞれの政治関与意識の
つながりに意味ある違いの洗練を見いだせる。表 3 にお
ける表 2 からの投票参加スイングの特徴が意味ある違い
の洗練を示し、選挙投票観と住民投票観、政治関心度と
行政期待度、代議機能重視と接触機能重視、政府親近感
と政府応答感の相関のなさが一色に染まっていない洗練
を示す。それらの相関があまりない中でスイングするこ
とが洗練の度合いを表すと考える私にとっては、表 3 が
示す洗練度は十分ではない。高齢者層での選挙投票観と
住民投票観の違いへの認識が相関の有無と方向から不安
定であることは洗練度の低さを表している。若壮年層で
の代議機能重視と接触機能重視の認識は違いに乏しく相
関が負に固定的であることもその低さの表れである。さ
らには、政治関心度と行政期待度での相関が若壮年層と
高齢者層のいずれにも常にあり、それらの点では関与意
識が一色の洗練度に欠ける状況にある。民主的関与の今
後の展望は、間接民主的な代議制選挙投票と直接民主的
な争点住民投票の両制度がある中で、違いのある一色で
はない政治関与意識を伴う両制度での人々の投票参加の
バランスが、どれだけ時に応じて変化する洗練された政
表３　政治関与意識の尺度間の相関
2003 年 2007 年 2011 年
投票参加スイン
グの特徴
（表 2 から）
スイング型
若壮年層先行住民投票好み
飛び出し型
高齢者層先行住民投票好み
スイング飛び出し混合型
若壮年層住民投票好みスイングと
高齢者層選挙投票飛び出し
尺度間の相関 全体 若壮年 高齢者 全体 若壮年 高齢者 全体 若壮年 高齢者
選挙投票観と
住民投票観
△ 0.161 ＊ 0.138 ＊
政治関心度と
行政期待度
0.153 0.154 0.159 ＊ 0.123 0.139 ＊ 0.151 0.149 0.174
代議機能重視と
接触機能重視
△ 0.136 ＊ △ 0.091 ＊ △ 0.109 ＊ △ 0.116 ＊
政府親近感と
政府応答感
注）数値は相関係数ピアソンで有意水準 p<0.01、＊は p<0.05 のもの、△は負の相関。
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治関与の社会に至るかにある。さらに詳細な分析によっ
て、投票参加ブランコの意義、ひいては、投票を取り巻
く慣習的政治参加について、投票率の上昇に結び付くよ
うな、公共領域への人々の民主的な関与の今後の可能性
を考えるさらなる知見を求める必要があるだろう。そこ
では洗練された社会での民主的関与なのかが重要であ
り、政治関与意識に差異がなかったり二者択一の単調な
ものでないほうがよい。本稿の分析結果からは、現状で
は、政治と行政を区別できる意識が乏しいなかで投票参
加スイングが変化しており、今後そのような政治行政指
向のゆくえが、選挙投票と住民投票の両制度の下で、洗
練された社会の民主的関与が見られるかにとって重要と
思われる。今のところ、選挙投票と住民投票が人々にとっ
て政治もしくは行政に関与しうる慣習的な制度となる兆
候が人々の側に現れてきているかは定かでない。しかし、
いまだ十分とは言えないが、選挙投票観と住民投票観の
バランスが時として変化することに、人々が投票参加ブ
ランコの揺れに身を任すことから、自らブランコを意図
的に前後に振るようになる可能性の芽はあると思ってい
る。
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